
　健康保険法改正で傷病手当金の通算や
　育休中の社会保険料免除が変更に

「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法
等の一部を改正する法律」が第 204 回国会で可決・成立し、
６月 11 日に公布されています。
以下で、主な改正事項をご紹介します。

◆傷病手当金の支給期間の通算化（令和４年１月１日から施
行）
傷病手当金は、業務外の事由による病気やケガの療養のため
に休業するときで、一定の要件に該当した場合に支給される
もので、支給期間は、支給が開始された日から最長１年６カ
月です。これは、１年６カ月分支給されるということではな
く、１年６カ月の間に仕事に復帰した期間があり、その後再
び同じ病気やケガにより仕事に就けなくなった場合でも、復
帰期間も含めて１年６カ月に算入されます。支給開始後１年
６カ月を超えた場合は、仕事に就くことができない場合で
あっても、傷病手当金は支給されません。
今回の改正は、出勤に伴い不支給となった期間がある場合、
その分の期間を延長して支給を受けられるように、支給期間
の通算化を行うというものです（支給を始めた日から通算し
て１年６カ月支給）。がん治療などで入退院を繰り返すなど、
長期間にわたり療養のための休暇をとりながら働くケースな
どがあることから、改正になりました。

◆任意継続被保険者制度の見直し（令和４年１月１日から施
行）
任意継続被保険者制度は、健康保険の被保険者が、退職した
後も選択によって引き続き最大２年間、退職前に加入してい
た健康保険の被保険者になることができる制度です。
保険料は全額被保険者負担（事業主負担なし）で、従前の標
準報酬月額または、当該保険者の全被保険者の平均の標準報
酬月額のうち、いずれか低い額に保険料率を乗じた額を負担
します。任意継続被保険者となった日から２年を経過したと
きや、保険料を納付期日までに納付しなかったとき、就職し

および新型コロナウイルス感染拡大の防止に寄与するよう実
施することを決定しました。

「テレワーク・デイズ」は、2017 年に 2020 年東京オリンピッ
クの開会式にあたる７月 24 日を「テレワーク・デイ」と位
置付け、総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、内
閣官房、内閣府が東京都および関係団体と連携し、テレワー
クの一斉実施を企業や団体に呼びかけたものです。
2019 年には、東京オリンピック・パラリンピックと同時期
に実施したところ、2,887 団体、約 68 万人が参加しました。
昨年は新型コロナウイルス感染症の拡大防止と社会経済活動
の維持の両立を図るため、期間を限定せず、テレワーク推進
に向けた継続的な普及啓発策を実施しました。

◆「テレワーク・デイズ 2021」に参加すると？
「テレワーク・デイズ 2021」の実施内容は、新型コロナウイ
ルス対応におけるテレワークの取組みの目標（出勤者の７割
減）や実績も踏まえ、各社において実施期間における積極的
な目標を設定し、実行することを要請しています。また、参
加団体を実施団体、特別協力団体、応援団体に分け、3,000
団体の参加を目標としています。

「テレワーク・デイズ 2021」への参加条件は、実施期間中、
参加人数、実施日数等を問わず、テレワークを実施する企業・
団体となります。公式サイト（https://teleworkdays.go.jp/）
で参加登録ができます。
登録すると、公式サイト上で企業・団体の紹介ができ、自社
のテレワークへの取組みをアピールすることができます。ま
た、応援団体においては、自社の取組情報やワークスペース、
テレワークに資するソフトウェアや ＩＣＴ ツールの提供、
ワーケーションの支援などについて掲載できます。

◆公式サイトには役立つ情報が満載
また、同サイトでは、「テレワーク導入お役立ち情報」として、
国や地方公共団体などが提供する支援について紹介していま
す。テレワークに関するガイドラインや助成金、導入・運用・
労務管理等に関するサイトのＵＲＬが掲載されています。
新型コロナウイルスの感染拡大の影響により東京都に４度目
の緊急事態宣言が発出され、７月 23 日に開幕する東京オリ
ンピック・パラリンピックは、ほとんどの会場での無観客開
催が決定しました。いままでテレワークを積極的に行ってい
なかった企業も、「テレワーク・デイズ」参加団体の取組み
や国などが提供する支援を参考にしながらテレワークを検
討、実践してみてはいかがでしょうか。
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て健康保険などの被保険者資格を取得したとき、後期高齢者
医療の被保険者資格を取得したとき、被保険者が死亡したと
きのいずれかに該当するときは、被保険者の資格を喪失しま
す。
今回の改正は、任意継続被保険者の保険料の算定基礎の見直
しや（健康保険組合が規約に定めた場合は、当該保険者の全
被保険者の平均の標準報酬月額より従前の標準報酬月額が高
い任意継続被保険者については、従前の標準報酬月額を保険
料の算定基礎とすることができるようになる）、被保険者か
らの申請による資格喪失を可能とするというものです。

◆育児休業中の保険料の免除要件の見直し（令和４年 10 月
１日から施行）
　育児休業中の社会保険の保険料免除は、現在、月の末日時
点で育児休業をしている場合に、当該月の保険料（賞与保険
料含む）が免除される仕組みです。そのため例えば、月中に
２週間の育休を取得したとしても、休業期間に月の末日を含
まなければ免除の対象にはなりません。
今回の改正は、短期の育児休業の取得に対応して、育児休業
期間に月末を含まない場合でも、月内に２週間以上の育児休
業を取得した場合には当該月の保険料を免除するとともに、
賞与に係る保険料については１カ月を超える育児休業を取得
している場合に限り免除の対象とするというものです。

　「テレワーク・デイズ 2021」が
　実施されます

◆「テレワーク・デイズ」とは？
政府は、７月 19 日（月）から９月５日（日）までの期間を「テ
レワーク・デイズ 2021」と定め、柔軟な働き方を実現する
テレワークの全国的な推進と、東京オリンピック・パラリン
ピック期間中の人と人との接触機会の抑制や交通混雑緩和、
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　　今月の税務と労務の手続

10 日
○　源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　［公共職業安定所］

31 日
○　個人事業税の納付＜第１期分＞［郵便局または銀行］
○　個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第２期分＞
　　［郵便局または銀行］
○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］
○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書
　　の提出［公共職業安定所］
○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）
　　＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］
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